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1. はじめに 

ICT の発達により人工物を設計するための考慮すべき要素や条件に関するデータは日々大規模化し，国内の高

齢化社会のような社会問題から気候温暖化やプラスティックによる海洋汚染のような地球規模の問題まで複雑か

つ大規模な社会的課題をその対象となしつつある．  

環境問題の顕在化を時代背景とし画期的な企業の社会的費用の概念(1)が提唱された 1951 年，当時の人工物の設

計はまだ市場に投入された時点や工事の完成した時点における費用と便益や耐用年数に焦点を当てたものであっ

た．ようやく人工物の設計の最適性をライフサイクルで検証する手法として ISO14040 の枠組みが制定されたの

は 1997 年であった．これを契機に物質やエネルギーの収支を定量的に評価する LCA の手法は本格的に活用され

はじめ，CO2総排出量比較(2),(3)などが精緻化されている． 

一方，近年では東日本の被災経験から設計時に考慮した人工物の寿命は災害などで左右されることを今更なが

ら痛感し，崩壊した堅牢な人工物の廃棄や更新に掛かる膨大コストは各種の民間保険，行政出動やボランティア

などの形で分担され，これらの課題がまだ通常の経済の外の問題とされていることを改めて認識した． 

人工物の設計の歴史はそれまでは設計対象の外の問題とされていた課題を次々と内部化してきた．すなわち，

内部化すべき新しい課題の出現は人工物の設計において新しい指標や手法が求められていることを示唆しており，

災害への対応もいずれは内部化すべき問題とするならば何らかの指標の上で議論される必要がある． 

筆者らは潮流エネルギーを地域経済振興策として漁業や観光資源へと活用する「エネルギー自立型海上人工漁

礁」の開発に挑戦(4)している．本稿ではそのコア技術である表層潮流発電システム（以下，本システム）(5)の対象

とし，有効利用度という指標を用いて災害による損失も考慮した人工システムの持続可能性を検討してみたい． 

 

2. 再生可能エネルギーの有効利用度 

補助金政策の後押しもあり風力発電や太陽光発電は既に市場に拡がりはじめている．しかしながら，その有効

利用という観点では，たとえば，水力発電におけるダム湖の廃却・更新の問題にもあるように，設備の耐用年数

を終えたあとに発生する廃却・更新に要する費用やエネルギーまで考慮したライフサイクルでの評価は十分とは

言えない．よく用いられる指標としてはエネルギー収支比（EPR；Energy Profit Ratio）が知られるが，これはライ

フサイクル中で投入されたエネルギーの総和に対するシステムが出力したエネルギーの総和の比であり景観価値

や文化的価値などは評価できない． 

そこで，本稿では有効利用度(EUR；Effective Utilization Ratio)としてそのシステムが生涯に要した総コストを分

母に，また生涯で生産した財や価値の総和を分子にとった指標を定義してみる．図１に開発，生産，利用，更新
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の 4 つのプロセスにて簡単化したライフサイクルの例を示す．図中の「利用」のプロセスのみに注目した従来的

な設計問題としての有効利用度は， 

 

 （1） 

と示すことができる．ここで，コスト成分を x(i)，生産成分を y(i)とし各成分は多くの内在するサブプロセスの

総和として簡単化している．  

 

3. 表層潮流発電システムの設計対象範囲 

本システムを図１の「利用」のプロセスに注目して EPR の指標で設計すると，エネルギー密度（設置面積あた

りの発電量）の低いハードウエアの単体効率が支配要因となり，低効率システムで如何に経済的採算を確保する

のかという問題に帰着する．このような問題の捉え方は本システムの販売時の収益性に関心の中心があり，市場

での諸々のサービス提供によるビジネス収益性は 2 次的あるいは補助的な位置づけとなるため，本システムの普

及可能な設計解はないという悲観論が支配的となる． 

しかしながら，問題そのものを立て直すことで本システムの社会実装可能性は示し得る．タイムアクシス・デ

ザインのコンセプトはこの課題解決に最も重要な時間軸の概念を見直す新たなパラダイムを提示するものであり，

価値成長デザインモデル(6)など多くのモデルが提案されている．価値成長デザインモデルでは「実用価値と精神

価値」という軸と「購入から廃却・更新までの時間経過」という軸の 2 軸によるモデル化が特徴である． 

本技術の社会実装性あるいは本システムの有効利用度を見積もるためには設計対象範囲として従来的なシステ

ム単体の「運転・稼動」の最適化問題ではなく，たとえば，図２のように設置システム周囲の生物環境状態や景

観との親和性などを重要要因として挙げる必要がある．そのためには遠隔での監視による故障予知や，できるだ

け構造を簡素化することによる良好な現場での整備性の確保など，補修や廃却・更新まで設計対象とすることで

時間経過とともに価値成長するタイムアクシス・デザイン上の総合問題として検討できると考えられる． 

以上のように考えると，海上で安定した発電可能な本システムの仕様が得られたとしても，たとえば，次節の

4・1 に示すような問題は有効利用度に照らして検討されるべき要因であるあることが分かる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

Fig.2 表層潮流発電システムのタイムアクシス・デザイン 

①タイムアクシス・デザイン

②環境感知デザイン

②ランドスケープ・デザイン

景観親和性

生物環境親和性

簡素な構造⇒良好な整備性

遠隔監視⇒故障予知

持続可能性の最大化

 

               Fig.1 システムの有効利用度 
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4. 有効利用度の最大化を実現する設計 

4・1 サスティナブルな検査空間の取り方 

システムの EUR や EPR はその影響領域（検査空間）のとり方に左右される．図１に対し，図３では「点検」

や「整備・修理」のほか，短期的な「点検」や「整備・修理」，長期的な「解体・廃棄」，「分別・再利用」，「再

計画・再設計」で必要とされる全てのエネルギーを賄う「利用・更新」プロセスとして拡張することで，単体で

は効率の低いシステムについて EPR > 1 の自立条件可能性を高められると考えられる． 

更に，EPR と同様の広がりを持つ EUR ついても図３のように「利用・更新」という広い範囲で想定すると，

その効果は式（2）の y(2)のように期待でき，被災後の復旧などのコストも考慮した設計指針を与えられる． 

 

 （2） 

たとえば，対象とするシステムの景観が価値を発揮しはじめ観光資源として認めはじめられると，EUR ≫ 1 と

いう状態にもなり，EPR < 1 の条件下でもシステムの自立が成立する可能性が高まると考えられる． 

 

4・2 設計要件のコンセプト 

本システムと類似する農業などの揚水用途の水車はインフラとしての性格のほか地域の風景に馴染む景観資源

としての性格を有している．前節に示すように EUR はエネルギー変換の高効率化と見るのではなく，廃却・更新

コストの内部化や景観資源など利用の中で育まれる価値の再計画化の促進と捉えるべきである．長期間の使用を

経てはじめて明らかとなるような影響領域の広がりを有する問題では一般的なデザインレビューの手法そのもの

が研究対象となる状況にあり，設計妥当性の検証要件はコンセプトとして与えざるを得ない．しかし，たとえば， 

① 発電電力の海底ケーブル等による陸上まで送電 

② あるいは海上で生成・貯蔵した水素ガスの船舶等による陸上までの輸送 

③ スケールメリットを追求した巨大海上構造物の沿岸や近海への設置 

などのような仕様的コンセプトでは少なくてもシステム EUR の見通しが悪く初期計画には馴染まない． 

そこで，本システムについては以下の 4 つの思想的要件を仮定し，再計画や更新容易な構造を想定している． 

① 自立型海上システムの主電源のひとつとして利用（発電した場所で自家消費）すること 

② システムをいくつかの独立的なサブシステムにより構成すること 

③ 各サブシステムはより影響指数(7)の大きなサブシステムへの更新が容易であること 

④ 使用年数の経過に従い価値の成長が見込まれる世話し甲斐のあるシステムであること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Fig.3 部分更新が価値を蓄積させるシステム 
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 構想中のエネルギー自立型人工漁礁の概念図を図４に示す．たとえば，蓄電サブシステムでは，初期は鉛バッ

テリーを採用し，木炭二重層キャパシタ(8)などと組替容易な構造となるよう検討している．このように現在開発

中のより低環境負荷な要素技術と将来的に更新することを予め計画した「成長する」柔軟なシステムとすること

で修理も容易となり被災後の復旧が容易になる．価値成長デザインモデル(6)が示唆するように部分更新を重ねる

毎にシステム出力や価値をさまざまなビジネスと繋ぎ合わせるようにしておくことが重要であると思われる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 今後の展望 

世代を渡って更新され続ける最もサスティナブルなシステムとして伊勢神宮や出雲大社など我が国の氏子制度

が支える人工物は秀逸である．材料のみならず技術も人材もすべて伝承するその力の源は何であろうか． 

「絶えては困るもの，永続させたいもの」という視点から見ると，極まるところ，それは「人の生命」という

ことかも知れない．サスティナブルな人工物の本質とは「人の生命」との親和性，あるいは，それ自身が生命的

な存在になっているということかも知れない．堅牢な人工物も大規模な災害の前には崩壊してしまい，投入した

コストやエネルギーは回収できないばかりか，そのような堅牢な人工物は廃却のために新たに巨額のコストや膨

大なエネルギーを必要とする，という矛盾を内包している． 

壊れることを許容し，できるだけ容易に修繕や更新を行える柔軟なシステム構成が求められているのではない

だろうか．このような設計思想から持続可能なシステムとしての具体的な仕様が見出されると思われる． 
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Fig.4 表層潮流発電システムを用いたエネルギー自立型人工漁礁(4) 

人工漁礁

LED夜間照明

監視カメラ

人工漁礁

表層潮流発電システム

蓄電・制御・通信システム

係留用浮体システム

開放型下掛け水車


